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     『少子化担当大臣と地方自治体トップのブロック会合』について 

                   （結果報告） 
 
 
 

はじめに 

 
 我が国において少子化が急激に進行する中で、少子化対策を一層効果的に推進するためには、

国と地方自治体が率直に政策対話を行い、取組を進めることが肝要である。このため、昨年１２月

より本年４月にかけて、「少子化担当大臣と地方自治体トップのブロック会合」を全国１０箇所で実

施してきたが、多くの知事、政令市長等と少子化対策の取組について率直に意見交換を行うこと

ができた。  
 いずれの会合においても、少子化の進行は、自治体の大小を問わず最重要課題と認識されてお

り、自治体トップのリーダーシップにより積極的に工夫しながら少子化対策に取り組んでおり、少子

化対策に係る国と地方の役割分担について、ブロック会合の場を通じて互いに理解し合い、連携

を深めることができたと考えているところである。 
 各知事等からは様々な主体的取組の紹介があったが、自治体単独では難しく、全国一律の実施

が必要な対策についての国への要望が強く出された。妊娠・出産や子育て費用の負担軽減など

の経済的支援、企業の働き方の見直しを求める支援、地域の多様な子育て支援を支える財政的

支援などの要望が多く出された。 
 本報告書は、これまで全国１０ブロックで実施したブロック会合において紹介のあった地方自治

体における少子化対策にかかる国に対する提言・要望と主体的取組を取りまとめたものであるが、

第１章では、ブロック会合の実施の趣旨や開催状況等について、第２章では、国に対する提言・要

望と地方自治体の主体的取組の特徴及び概要、第３章では国に対する提言・要望、第４章では地

方自治体の主体的取組を記述している。 
 ブロック会合で寄せられた国への提言・要望については、今後、政府や与党との協議の場などに

おいて、その実現可能性について十分に議論を深めていくことが必要であるが、本報告に盛り込

まれた地方自治体の生の声を基にして、少子化の流れを変えるため、国民に対してメッセージ性

が強い新たな少子化対策を打ち出すことが必要である。 
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第１章  『少子化担当大臣と地方自治体トップのブロック会合』の実施 

 
 
１ 趣旨 
 
 予想以上の少子化の進行により、昨年の我が国の総人口は、戦後初めて減少に転じた見込み

である。少子化の急速な進行は、経済成長の鈍化、税や社会保障における負担の増大、地域社

会の活力の低下など、社会や経済、地域の持続可能性を基盤から揺るがしかねない。 
 政府においては、２００４（平成１６年）６月、少子化社会対策基本法に基づき「少子化社会対策大

綱」を策定し、同年１２月にはその具体的な実施計画である「子ども・子育て応援プラン」を策定し

た。２００５（平成１７）年度から、「子ども・子育て応援プラン」に基づき、幅広い観点から多岐にわ

たる少子化対策を総合的に推進している。他方、地方自治体においては、次世代育成支援対策推

進法に基づく行動計画を策定し、平成１７年度からその実施に努めているところである。 
 少子化対策の実効ある推進における都道府県及び市町村の役割は極めて大きい。このため、

「少子化担当大臣と地方自治体トップのブロック会合」を昨年１２月より本年４月まで全国１０のブロ

ックにおいて実施し、知事など地方自治体トップと、国や地方自治体の取組、少子化対策の提言、

国への要望などについて活発な議論を行い、これを踏まえ、国と地方自治体が連携して、少子化

対策の一層の推進を図ることとしたものである。 
 
２ ねらいと成果 
 
 国と地方との少子化対策をテーマとした政策対話の実施は、少子化対策に関する国と地方との

認識を共通のものとし、少子化対策の取組が各行政の中で主流化されることを一つの大きなねら

いとした。また、地方自治体において創意工夫の下、様々な好事例となる取組が実施されており、

それがこのブロック会合を通じて他の自治体にも紹介され、また普及していくことも大事であると考

えていた。さらに、少子化対策にかかる国への提言・要望について虚心坦懐に伺うことにより、国

として取り組むべき少子化対策を検討、協議する上で、そこに反映させていくことにあった。 
 このようなねらいの下、ブロック会合においては、内閣府特命担当大臣（少子化・男女共同参画）

より会議の冒頭、地方自治体における①少子化対策予算の明確化、②少子化対策の推進体制の

強化、③地方自治体と経済界の連携強化についての要請もしてきた。 
 ブロック会合を通じて、地方自治体においては、いずれも少子化の進行に危機感を持ち、少子化

対策を最重要課題と位置付け、自治体トップの決意とリーダーシップにより、この問題に率先して

積極的に取り組んでいくという意識の高まりが見られ、また、会合を昨年末に開始したこともあり、

新年度には、少子化対策にかかる知事に直結した組織の立ち上げを行うなど、少子化対策を担当

する部局の体制強化を行う自治体が数多く見られたところである。また、新年度より創意に溢れた

施策を打ち出す自治体も見られ、その中には全国にも紹介していきたい事例が数多く含まれるな

ど、この間にも少子化対策が一歩進んだのではないかと考えられるところである。 
 ブロック会合では、このように紹介のあった自治体の様々な主体的取組とともに、自治体単独で

は難しく、全国一律の実施が必要な対策についての方針の明確化、地方の創意工夫や努力に報
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いる仕組みの実施、経済的支援の拡充などの提言・要望が寄せられたところであるが、これらに

ついては、今後、政府や与党との協議の場においてその実現の可能性について議論を深めるとと

もに、実現可能なものについてはその取りまとめに反映していくこととしている。 
 
３ 実施方法 
 
 全国４７都道府県を１０のブロックに分けて、それぞれブロック毎に、内閣府特命担当大臣（少子

化・男女共同参画）が議長として往訪し、都道府県知事、政令指定都市の長等との意見交換を行

った。会合は、政府の少子化対策及び各地方自治体の少子化対策の取組について発表の後、今

後の少子化対策について、国への要望も含め率直に意見交換を行った。また、ブロック会合の開

催に合わせて、地域の子育て関連施設の視察を行った（別紙１参照）。 
 
４ 会合の参加者と開催状況  
 
 政府側からは、猪口邦子内閣府特命担当大臣（少子化・男女共同参画）が議長として出席した。

一方、地方自治体は、知事については４７都道府県中３４知事、１３副知事等が出席、政令市長等

についても、半数にのぼる市長、北海道の３市長、３町長、東京都の４区長、４市長等が出席し、

開催された（別紙３参照）。 
 また、開催ブロックの日時及び地域は次のとおりである（別紙２参照）。 
  ①平成１７年１２月１８日（日）九州（熊本県熊本市）     
  ②平成１８年１月７日（土）  東海・北陸（石川県金沢市）  
  ③平成１８年２月４日（土）  四国（徳島県鳴門市）        
  ④平成１８年２月１２日（日） 南関東（神奈川県横浜市）  
  ⑤平成１８年２月１９日（日） 北関東（茨城県水戸市）    
  ⑥平成１８年３月２５日（土） 近畿（福井県福井市） 
  ⑦平成１８年４月１日（土）  中国（広島県広島市） 
  ⑧平成１８年４月９日（日）  東北（山形県山形市） 
  ⑨平成１８年４月１６日（日） 北海道（北海道札幌市） 
  ⑩平成１８年４月２２日（土） 東京（東京都港区） 
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第２章 地方自治体の少子化対策にかかる国に対する要望と主体的取組につい 
ての特徴と概要 

 
 
 
 『少子化担当大臣と地方自治体トップのブロック会合』において寄せられた国への主な提言・要

望は第３章、地方自治体における主な主体的取組は第４章において取りまとめているが、地方自

治体からの国に対する強い要望を大きくまとめると以下のようになる。 
 
① 妊娠・出産期の経済的支援 

    経済的負担は、特に妊娠・出産期において大きく、これらの層を対象に、妊婦検診費の無料 
化、出産費用支払いのシステムの見直し、不妊治療への支援の拡充など経済的支援の充実

が必要である。 
② 周産期、乳幼児医療の充実のための制度的、財政的支援 

    乳幼児医療費助成の拡充や、特に、県単独で乳幼児医療費助成を行った場合の国民健康

保険の国庫負担金の減額調整措置の廃止が必要である。また、産婦人科医、小児科医の確

保が重要である。 
③ 若い子育て世帯に対する税制や給付などの経済的支援 

    若い子育て世帯の経済的負担軽減のため、現行の子どもの扶養控除額の引き上げや、税 
額控除制度の創設など子育て支援型税制とあわせ、給付等の支援が必要である。また、保 
育料や幼稚園費の負担軽減も必要である。 

④ 地域における多様な子育てサービスの充実のための財政的支援 
    全家庭対象の子育て支援拠点や一時預かり施設の拡充に関する予算の充実が必要であ

る。また、多様な子育てサービスの一環として、病児・病後児保育や延長・夜間保育、発達障

害児への保育サービス等の充実が必要である。   
⑤ 放課後の児童対策の充実 

    子どもが小学校に上がった後も、特に放課後、子どもの居場所を確保するための対策の拡 
   充が必要である。また、運営基準の策定など、放課後児童クラブの充実が必要である。 
⑥ 教育費用の負担軽減 

    高等教育における経済的負担の増大を抑制することが必要である。 
⑦ 企業における子育て支援推進のための税制上の支援 

    企業における子育て支援推進の取組を促進するため、子育て支援に要する経費について

の税制上の支援や、入札時の優遇措置の普及、企業も参加した子育てにやさしい地域環境

づくり等を進めることが必要である。。 
⑧ 育児休業の利用促進、再就職支援 

    企業における育児休業の利用促進のため、代替要員の活用促進などの支援措置の充実が

必要である。特に、男性の育児休業の利用促進などが必要である。 
⑨ 若者の就労支援 

    少子化の大きな要因として、地方においても未婚化、晩婚化は大きな問題となっており、若
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者の雇用機会確保のため、産業誘致等の取組が必要である。 
⑩ 家族の敬愛、結婚の意識啓発 

    国においても、家族を大切にする意識や結婚についての意識啓発を行うことが必要であ

る。 
 
 国に対する提言・要望や地方自治体の主体的取組は大変多岐にわたるが、これらを子どもの年

齢別にまとめてみると以下のとおりである。 
 
 
１ 胎児・新生児期（妊娠から出産まで） 
 
【国への提言・要望】 
 
（１） 誰でも経済的負担の心配をせずに出産できるよう、妊娠出産費用への助成拡大や医療保 
   険適用、妊婦検診費の無料化などの要望が寄せられた。 
 
   ① 妊娠出産費用への助成拡大又は保険適用を（千葉県、文京区） 
   ② 妊婦検診費の無料化を（福井県） 
   ③ 出産費用（健康分娩）の医療保険適用化を（奈良県） 
 
（２） 不妊治療への支援の拡充の要望が多くの自治体から寄せられた。 
 
   ① 不妊治療の医療保険適用を（青森県、埼玉県、さいたま市、千葉市、愛知県、福井県、島根県、広 
     島県） 
 
（３） 産婦人科医の確保をすべきとの意見が多く寄せられた。 
 
    地域において、産婦人科医の数の減少が大きく、急を要する場合への対応が必ずしも十分 
   でないなど、その確保は喫緊の課題であり、独自の対策を進めている自治体も見られた。 
 
   ① 産婦人科医の確保を（登別市、黒松内町、美深町、青森県、岩手県、宮城県、茨城県、埼玉県、八王子 
     市、青梅市、山梨県、広島県、沖縄県） 
   ② 産婦人科医が減少する中で、助産師の活用方法の検討、女性医師の就労支援、産婦人科医提供体制 
     の将来ビジョン策定などを行う「産科医集約下での出産環境整備特別対策事業」を実施（青森県） 
   ③ 医学部の定数確保を（岩手県、茨城県） 
 
【地方自治体の主体的取組】 
 
（１） 妊娠した人全員にいつでも安心して子育ての相談に行ける個々の保育園の紹介にかかる 
   取組の紹介があった。  



 

 6

 
   ① 「マイ保育園登録制度」（出生届出時に「マイ保育園」を登録して、育児体験や出産後の一時保育を 
     利用できる制度）を実施（石川県） 
 
２ 未就学期（小学校入学前まで） 
 
【国への提言・要望】 
 
（１） 乳幼児医療費助成制度の拡充や子育て支援税制の導入にかかる要望等が数多く寄せられ 
   た。 
 
   ① 乳幼児医療費助成制度の拡充を（青森県、秋田県、山形県、千葉県、さいたま市、千葉市、文京区 
     青梅市、奈良県、島根県、岡山県、山口県、愛媛県） 
   ② 育児保険の導入を（秋田県、栃木県、滋賀県） 
   ③ 子育て家庭に対する税制上の優遇措置（札幌市、秋田県、千葉県、千葉市、墨田区、福井県） 
   ④ 児童手当の支給拡充を（千葉県、千葉市、新宿区、奈良県） 
 
（２） 単独事業で乳幼児医療費助成を行った場合の国保の国庫負担金の減額調整措置の廃止 
   に関する要望がいくつかの自治体から寄せられた。 
 
   ① 単独事業で乳幼児医療費助成を行った場合の国保の国庫負担金の減額調整措置の廃止を（黒松 
     内町、栃木県、鳥取県、島根県） 
 
（３） 次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の公表や従業員３００人以下の企業の行動 
   計画の策定促進に関する要望等が数多くの自治体から寄せられた。 
 
    特に、地元企業における働く環境の改善を進めていく必要が大きいという自治体の認識が 
   強く、そのため、企業にインセンティブを与える税制の導入の要望が寄せられた。 
    また、一般事業主行動計画の策定促進や、当該行動計画公表に向けた支援策や誘導策の 
   拡充等の要望もほぼ全国的に寄せられている。 
 
   ① 一般事業主行動計画策定促進や行動計画公表に向けた支援策や誘導策の拡充等の要望（札幌 
     市、秋田県、宮城県、埼玉県、墨田区、神奈川県、山梨県、石川県、熊本県） 
   ② 仕事と子育ての両立支援に取り組む企業に対する県・市独自の子育て支援に熱心な企業の表彰 
     制度、登録制度、認証制度等の実施（青森県、福島県、石川県、富山県、愛知県、香川県、福岡 
     県、北九州市） 
   ③ 女性登用や育児・介護休業制度の導入、子育て支援を進める建設事業者等に対して、入札参加 
     資格等における優遇制度の実施（秋田県、福島県、鳥取県、岡山県、山口県、佐賀県） 
   ④ 行動計画公表企業等、子育て支援に積極的に取り組む企業に対する、政策投資銀行と連携した 
     低利の融資制度等を創設（福島県、東京都文京区、石川県） 
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   ⑤ 法人税減免措置など、企業にインセンティブを与える減税の要望（山形県、石川県、山梨県、福井 
     県、奈良県、岡山県） 
   ⑥ 平成１７年度の「中小企業子育て支援実態調査」の結果、「今後策定予定」あるいは「今後検討」と 
     回答のあった企業全て（２７１社）を訪問し、計画策定の働きかけや情報提供等を実施（岩手県） 
   ⑦ １７年度、１８年度の２カ年で都道府県労働局とともに従業員が１００～３００人の全事業所に、一般   
     事業主行動計画の策定への協力を求めて個別訪問を実施（静岡県） 
   ⑧ 策定義務のない中小企業を直接訪問して、行動計画の策定を要請（富山県、愛知県） 
 
（４） 小児科医の確保をすべきとの意見が多く寄せられた。 
 
    地域において、小児科医の数の減少が大きく、急を要する場合への対応が必ずしも十分で 
   ないなど、その確保は喫緊の課題であり、国に対し強い要望があった。 
 
   ① 小児科医の確保を（登別市、黒松内町、美深町、青森県、岩手県、宮城県、茨城県、埼玉県、八王子  
     市、青梅市、山梨県、広島県、沖縄県） 
   ② 医学部の定数確保を（岩手県、茨城県） 
 
（５） 発達障害児への保育サービスを充実すべきとの要望が寄せられた。 
 
   ① 発達障害児への保育サービスについては、親の支援とともに子どもに対する適切な環境の整備が

必要（新宿区、三鷹市） 
 
【地方自治体の主体的取組】 
 
（１） 保健師が新生児のいる全家庭を訪問するという取組や、子育て支援を地域の高齢者や父 
   親・母親、学生など地域ぐるみで行う取組が多く見られた。 
 
    特に、それぞれの地域で活躍している幅広い世代の人材や、保健・医療・福祉・教育など 
   様々な分野の専門知識を持つ人材を、地域で子育てを支援しようという思いの下に、皆が参 
   加しやすい工夫の下、多くの取組がなされている。 
 
   ① 子育て経験のあるおじいちゃんやおばあちゃんなどが若い子育て世帯の相談等に従事する「世話  
     好き世話焼き隊（好き焼き隊）」（北海道） 
   ② 保健師による新生児全家庭訪問。また、今年度より、子育て支援者を養成し、チャイルド・ケア・プ 
     ランナーを配置（千代田区） 
   ③ ２００７年に大量に発生する団塊世代退職者を地域の子育て支援に活用すべき（神奈川県） 
   ④ 「マイ保育園登録制度」（出生届出時に「マイ保育園」を登録して、育児体験や出産後の一時保育を 
     利用できる制度）を実施（石川県） 
   ⑤保育士や保健師等の有資格者を「子育てマイスター」（育児相談等のボランティア活動を実施）として 
     募る「子育てマイスター地域活動推進事業」を実施（福井県） 
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（２） 子どもが地域とのきずなを深め、家族的な三世代のつながりを体験するため世代間交流を 
   推進するという取組が多く見られた。 
 
    子育て支援策の推進に当たっては、世代間交流の視点も重要である。子どもが、保育所等 

において、異世代、特に地域の高齢者と交流を行うことは、子どもの健全な育成や地域の高 
齢者の生き甲斐づくりに資するとともに、地域の高齢者にも、保育所等の子どもたちを自らが 
守るという意識を醸成していくことにもなり、結果として地域における子どもの安全確保につな

がっていくという、正に一石三鳥の効果を生むものであると考えられる。 
 
   ① 「子育てをみんなで応援するまち」の実現を目指し、三世代交流モデル事業などの実施に向け検討（新 
     宿区） 
   ② 放課後の居場所として、学生や高齢者、地域の商店街も参加する「遊び場」と「生活の場」を兼ね 
     備えた「放課後キッズクラブ事業」を展開（横浜市） 
   ③ 市内のすべての保育所で世代間交流事業を実施（東久留米市） 
   ④ 高齢者のデイサービスセンターとの融合を図った「宅幼老所」を設置・運営支援（長野県） 
 
（３） 協賛企業を募り、子育て家庭に対して物品購入の際の割引等を行う取組が数多く見られ 
   た。 
 
   ① 「プレミアム・パスポート」（企業の協力による多子世帯に対する経済的支援で、「パスポート」を提 
     示すると協賛企業から割引等の恩典を受けられる）を実施（石川県） 
   ② 「しずおか子育て優待カード」（１８歳未満の子どもを持つ保護者又は妊娠中の方を対象に、協賛す 
     る店舗・施設は割引、優待等の特典を提供）を１８年４月より開始（静岡県） 
   ③ 妊娠中の人及び１８歳未満の子どもが１人でもいる家庭を対象に「しまね子育て応援パスポート」 
     事業を実施（島根県） 
 
３ 小学生期 
 
【国への提言・要望】 
 
（１） 放課後児童クラブの設置促進に関する要望などが多く寄せられた。 
 
   ① 放課後児童クラブに対する補助要件（１０人以上）の緩和を（深川市、富山県） 
   ② 放課後児童クラブ運営費の拡充を（現在３分の１国負担を２分の１に）（栃木県） 
   ③ 放課後児童クラブについての全国統一の運営基準の作成を（埼玉県） 
   ④ 学童保育所に対する補助制度の充実を（青梅市） 
   ⑤ 放課後児童クラブへの国庫補助の増額を（静岡市） 
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（２） 子どもの安全確保のため、市町村の循環バスや企業の社員用バスの活用を検討すべきと  
   の意見も寄せられた。 
 
    子どもの登下校時の安全確保のためには、前述の世代間交流事業や、スクールバスの導 
   入や路線バスの活用、あるいは企業や福祉施設が有するバスの活用等が最も効果があるも 
   のと考えられる。財源が限られる中で、徳島県より提案のあった、市町村の循環バスや企業 
   の社員用バスの活用を検討すべきとの意見は、既存の資源を有効に活用するとの観点から 
   も大いに参考になるものである。 
 
   ① 子どもの安全確保のため、市町村の循環バスや企業の社員用バスの活用を検討すべき（徳島県） 
 
４ 中学生・高校生・大学生期 
 
【国への提言・要望】 
 
（１） 教育費の負担軽減にかかる要望が寄せられた。 
 
   ① 教育費の負担軽減を（黒松内町、山形県、岡山県） 
   ② 義務教育修了後の教育費を所得控除の対象に（栃木県） 
   ③ 育児費用の社会化として、高等教育の教育負担まで社会的に平等化すべき（福岡県）  
 
【地方自治体の主体的取組】 
  
（１） 学生が生命や家族の価値と向き合う機会を増大し、さらには、将来、親になったときに資す 
   るため、子どもとの触れあいを経験するという取組も見られた。 
 
   ① 高校生と子育て中の親子が触れあう「次代親育成モデルルーム」を開設（奈良県） 
 
５ 社会人期 
 
【国への提言・要望】 
 
（１） ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた国民的運動を展開すべきとの要望が出された。 
 
   ① ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、労働界や産業界に働きかけを（文京区） 
 
【地方自治体の主体的取組】 
 
（１） 若い男女の出会いの場の創設のため、結婚を応援する施策を推進している自治体が多く見 
   られた。 
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   ① 若者の出会いの場創出のため、「いばらぎ出会いサポートセンター」を設置（茨城県） 
   ② 「プロポーズの言葉１００選」等を募集し、それらを編集した書籍を出版（奈良県） 
   ③ 出会いの場創出や結婚応援団の創設（島根県、山口県） 
   ④ 「新たな世代応援事業」（企業や団体による職域を超えた出会いの場を設定）を実施（福岡県） 
 
６ その他 
 
【国への提言・要望】 
 
（１） 人口流出地域への若い子育て世代の定着を図るため、産業の育成・振興・誘致を行うべき 
   との要望が数多く寄せられた。 
 
   ① 人口流出地域への若い子育て世代の定着を図るため、産業の育成・振興・誘致を（北海道、登別 
     市、美深町、青森県、山形県、鳥取県、島根県） 
   ② 人材流出に対する地方への支援を行うため、「人材育成移出交付金」制度の創設を（新潟県） 
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第３章 ブロック会合で提案された国への主な提言・要望 

 
 
 
 「少子化担当大臣と地方自治体トップのブロック会合」で、知事等から提案された国への提言・要

望は、地方にできることは地方で実施することを前提に、全国的に取り組むべき課題について幅

広い観点から行われたが、特に、国に対する要望として頻繁に寄せられたものは、「妊娠・出産や

子育て費用の負担軽減のための経済的支援の充実」、「企業における働き方の見直しの促進のた

めの税制措置や支援の充実」、「子育て支援拠点の充実や人材育成のための制度的・財政的支

援の拡充等」などである。 
 
 
１ 妊娠・出産や子育て費用の負担軽減のための経済的支援の充実 
 
 地方自治体の国への主な提言・要望のうち、妊娠・出産や子育て費用の負担軽減のための経済

的支援の充実にかかるものを「妊娠・出産における負担の軽減」、「子育て費用の負担軽減」の項

目ごとに整理すると、以下のとおりである。 
 
(１) 妊娠・出産における負担の軽減 
 
   ・ 不妊治療の医療保険適用を（青森県、埼玉県、さいたま市、千葉市、愛知県、福井県、島根県、広島  
     県） 
   ・ 出産費用支払いのシステムの見直しを（山形県） 
   ・ 妊娠出産費用への助成拡大又は保険適用を（千葉県、文京区） 
   ・ 妊婦検診費の無料化を（福井県） 
   ・ 出産費用（健康分娩）の医療保険適用化を（奈良県） 
   ・ 人工授精に対する助成を（山口県） 
 
（２） 子育て費用の負担軽減 
 
   ・ 国による経済的負担の軽減策を（北海道、美深町、福島県） 
   ・ 子育て家庭への税額控除など新たな税制度の導入を（札幌市、秋田県、墨田区、福井県） 
   ・ 教育費の負担軽減を（黒松内町、山形県、岡山県） 
   ・ 乳幼児医療費助成制度の拡充を（青森県、秋田県、山形県、千葉県、さいたま市、千葉市、文京区、 
     青梅市、奈良県、島根県、岡山県、山口県） 
   ・ 育児保険の導入を（秋田県、滋賀県） 
   ・ 現物給付方式による乳幼児医療費助成を（栃木県） 
   ・ 単独事業で乳幼児医療費助成を行った場合の国保の国庫負担金の減額調整措置）廃止を（黒松内 
     町、栃木県、鳥取県、島根県） 
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   ・ 義務教育修了後の教育費を所得控除の対象に（栃木県） 
   ・ 育児保険の導入による財源の確保を（栃木県） 
   ・ 子どもの扶養控除額の引き上げ、第２子、第３子の控除額の引き上げを（栃木県、山梨県、静岡県） 
   ・ 児童手当の充実を（額の増額等）（千葉県、千葉市、新宿区、奈良県） 
   ・ 子育て家庭に対する税制上の優遇措置を（千葉県、千葉市） 
   ・ 子育ての経済的負担の軽減策は、個別の検討ではなく、年金制度、税制、給付型施策等の体系的 
     な政策議論が必要。地方への転嫁ではなく、国の責任での対応が不可欠（神奈川県） 
   ・ 乳幼児医療の自己負担の軽減や子育て家庭の健康保険料、年金保険料の減免等、トータルで子 
     育て費用の社会的負担を（静岡県） 
   ・ 経済的負担の軽減策（児童手当の拡充、税額控除の創設、乳幼児医療費助成等）は所得再配分政 
     策でもあり、国の責任で実施を（富山県）  
   ・ 税制度や社会保障制度などによる子育てに係る経済的負担の軽減（島根県） 
   ・ 多子世帯に対する税額控除制度の創設を（岡山県、山口県）  
   ・ 乳幼児医療費助成の拡充については、自治体の財政負担が大きいので、基本的には国が行うべき 
     もの（愛媛県） 
   ・ 子育て支援を目的とする認定ＮＰO 法人に対する税の減免を（愛媛県） 
   ・ 育児費用の社会化として、高等教育の教育負担まで社会的に平等化すべき（福岡県）  
   ・ 社会保障給付費のなかの「児度・家族関係」（全体の 3.8％）をあと５％増やすぐらい拡充を(福岡県) 
   ・ 育児の費用負担を公平にするための「育児保険構想試案」（「既存の財源」＋「２０歳以上の全国民 
     が負担する保険料」を財源に）（佐賀県） 
   ・ 経済的支援については、地方の枠で対応するより、国の基本施策として抜本的な取組を検討するこ 
     とが必要（宮崎県）  
 
２ 企業における働き方の見直しの促進のための税制措置や支援の充実 
 
 地方自治体の国への主な提言・要望のうち、企業における働き方の見直しの促進のための税制

措置や支援の充実にかかるものを「育児休業取得促進等、勤労者に対する子育て支援」、「ワー

ク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）による働き方の実現」、「女性の再就職等の支援策の推

進」の項目ごとに整理すると、以下のとおりである。 
 
（１） 育児休業取得促進等、勤労者に対する子育て支援 
 
   ・ 従業員３００人以下の中小企業に対する施策の再検討を（札幌市、墨田区） 
   ・ 育児休業取得時に代替要員を雇う場合に必要な人件費を補填する仕組みの制度化を（江別市） 
   ・ 非正規職員に対する処遇の改善を（江別市） 
   ・ 行動計画策定義務対象企業の拡大と、行動計画の公表を（秋田県、埼玉県、山梨県、静岡県） 
   ・ 一般事業主行動計画策定促進に向けた支援策や誘導策の拡充を（岩手県） 
   ・ 育児休業者代替職員の確保に係る費用に対する助成を（岩手県） 
   ・ 育児休業期間中の所得保障（現行４割）の割合の拡充を（岩手県、茨城県、福井県、奈良県） 
   ・ 都道府県労働局は、地元企業の次世代育成支援の取組に対する情報開示を（宮城県、神奈川県） 
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   ・ 子育てに優しい中小企業への法人税減免措置など、企業へのインセンティブ減税を（山形県、山梨 
     県、福井県、奈良県、岡山県） 
   ・ ２１世紀職業財団をとおし、事業主等へ支給される「仕事と家庭の両立支援のための各種助成制 
     度」が有効に活用されるよう必要な見直しを（千葉県） 
   ・ 労働環境の整備については、国が先頭に立って行うべき（東京都） 
   ・ 公共調達、補助金の交付、指定管理者指定の際の企業評価への盛り込み等、国の積極的誘導策 
     の導入を（神奈川県） 
   ・ 雇用保険による育児休業給付支給額の引き上げを（静岡県） 
   ・ 次世代育成支援対策推進センターの体制の強化を（富山県） 
   ・ 事業所内保育所を増やしたいが、国の定員要件等のハードルが高くてなかなか対象にならないた 
     め、県単独で整備している。国の補助対象をもっと増やすべき（富山県） 
   ・ 行動計画の内容の公表までは求められてはおらず、一般の人に全く分からないことは大変問題。計 
     画の公表を通じて企業 PR を行うようになれば子育て支援の競い合いが生まれ、取組が進むはず 
     （石川県） 
   ・ 子育て支援に必要な経費について、法人税額の控除の対象にするなど、税制の優遇措置の検討を 
     （石川県） 
   ・ 育児休業法の補償に上乗せして７５％支給している企業では、取得率、復帰率とも１００％。金銭的 
     な不安をなくしてあげれば育児休業取得率はどんと上がる。個々の企業の努力と国の制度とのマッ 
     チングを考えるべき（愛知県） 
   ・ 育児休業期間の延長を（奈良県） 
   ・ 育児休業を取得しやすい職場づくりを促進するなど、仕事と家庭が両立できる環境整備を（島根県） 
   ・ 男性の育児休業取得率が低いと言われるが、男性も休みをとるが、有給休暇で休むことが多いとい 
     う実態を踏まえた施策の検討を（福岡県） 
   ・ 次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画策定の義務は３０１人以上の企業のみだが、地方都 
     市では３０１人以上は１％以下にすぎない。地域実態を見て国レベルの施策を出して欲しい（熊本 
     県） 
 
（２） ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）による働き方の実現 
 
   ・ 子どもの成長に沿った働き方が選択できるような取組の導入を（栃木県） 
   ・ ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、労働界や産業界に働きかけを（文京区） 
   ・ 子育てを社会全体で支援する国民的機運を醸成する観点から、広報・啓発の強化を（島根県）  
   ・ 労働環境整備のための法整備を含めた取組を（岡山県） 
   ・ 子どもを送迎する場合に、企業が弾力的な勤務時間を認めるよう指導すべき（愛媛県） 
 
（３） 女性の再就職等の支援策の推進 
 
   ・ いったん家庭に入った女性の再チャレンジ（再就職、起業等）支援策の充実（研修助成、情報提供・ 
     相談窓口の設置など）を（岩手県） 
   ・ 円滑な職場復帰と地位・身分の保障など雇用環境の整備を（茨城県） 
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３ 子育て支援拠点の充実や人材育成のための制度的・財政的支援の拡充等 
 
 地方自治体の国への主な提言・要望のうち、子育て支援拠点の充実や人材育成のための制度

的・財政的支援の拡充地域や家族の多様な子育て支援にかかるものを「地域における子育て支

援拠点の拡充と人材の育成」、「子育て支援のためのネットワークの構築」、「待機児童ゼロ作戦

の推進等、保育サービスの拡充等」の項目ごとに整理すると、以下のとおりである。 
 
（１） 地域における子育て支援拠点の拡充と人材の育成 
 
   ・ ２００７年に大量に発生する団塊世代退職者を地域の子育て支援に（神奈川県） 
   ・ 次世代育成支援対策ソフト交付金の交付要件の緩和及び対象事業の弾力化を（奈良県） 
   ・ 児童福祉法に規定する「保育に欠ける」の定義の見直しを（専業主婦を含めるべき）（兵庫県） 
 
（２） 子育て支援のためのネットワークの構築 
 
   ・ 自治体の地域性、主体性を尊重しつつ、ＮＰＯ団体の子育て支援活動に関する包括的助成制度の 
     構築を（三鷹市） 
   ・ 地域で各種育て支援活動を展開する各種団体が自由に使える交付金の創設を（神戸市） 
   ・ 福祉タクシーと同じ発想で、タクシー利用のための限定的なバウチャーの検討を（徳島県） 
 
（３） 待機児童ゼロ作戦の推進等、保育サービスの拡充 
 
   ・ 民間の保育所についても、自治体だけではなく民間が直接保育料を徴収できる仕組みを作るべき  
     （浦河町） 
   ・ 認可外保育施設への支援の実施を（山形県） 
   ・ 保育所や児童擁護施設の職員配置基準の引上げを（栃木県） 
   ・ 保育所等の児童福祉施設整備に係る交付金の拡充を（栃木県）  
   ・ 幼保一元化の推進を（埼玉県、東京都八王子市、東京都三鷹市、東京都青梅市、東京都東久留米 
     市、長野県、静岡市、和歌山県、岡山県） 
   ・ 認証保育所を国として認知すべき（園庭要件などは撤廃すべき）（東京都、文京区） 
   ・ 発達障害児への保育サービスについては、親の支援とともに子どもに対する適切な環境の整備が

必要（新宿区、三鷹市） 
 
（４） 放課後児童対策 
 
   ・ 放課後児童クラブに対する補助要件（１０人以上）の緩和を（深川市） 
   ・ 放課後児童クラブ運営費の拡充を（現在３分の１国負担を２分の１に）（栃木県） 
   ・ 放課後児童クラブについての全国統一の運営基準の作成を（埼玉県） 
   ・ 学童保育所に対する補助制度の充実を（青梅市） 
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   ・ 放課後児童クラブへの国庫補助の増額を（静岡市） 
   ・ 放課後児童健全育成事業の補助要件を緩和し、交付金化を（富山県） 
   ・ 放課後児童クラブ運用にあたっての税源移譲を（運用の自由化を）（岡山県） 
 
４ その他 
 
（１） 子どもの安全・安心の確保 
 
    地方自治体の子どもの安全・安心の確保にかかる主な国への提言・要望を整理すると、以 
   下のとおりである。 
 
   ・ 子どもの安全の確保のため、暗い夜道などの街灯の整備を（浦河町） 
   ・ 子どもの安全確保のため、市町村の循環バスや企業の社員用バスの活用を検討すべき（徳島県） 
 
（２） その他 
 
    地方自治体の国への提言・要望には、これらのほか、以下のものがある。 
 
   ・ 少子化対策は今後１０年先を見据えた長期的な視点で検討すべき（北海道） 
   ・ 人口流出地域への若い子育て世代の定着を図るため、産業の育成・振興・誘致を（北海道、登別 
     市、美深町、青森県、山形県、鳥取県、島根県） 
   ・ 産婦人科医、小児科医の確保を （登別市、黒松内町、美深町、青森県、岩手県、宮城県、福島県、 
     茨城県、埼玉県、八王子市、青梅市、山梨県、広島県、沖縄県） 
   ・ 食育や木育を採り入れた総合的な少子化対策の推進を（深川市） 
   ・ 少子化対策に熱心な自治体に対する特別交付金の創設を（浦河町） 
   ・ 少子化対策の検討には若い世代の者の参画を（黒松内町） 
   ・ 同棲にも法律婚と同等の地位を（黒松内町） 
   ・ 児童虐待防止対策の充実を（青森県） 
   ・ 社会保障給付費の児童・家庭給付比率の見直しの検討を（岩手県、宮城県） 
   ・ 医学部の定数確保を（岩手県、茨城県） 
   ・ 地方自治体が独自に魅力ある教育環境を整備するための支援を（宮城県） 
   ・ 公教育のレベルアップを（福島県） 
   ・ 人材流出に対する地方への支援を行うため、「人材育成移出交付金」制度の創設を（新潟県） 
   ・ 公教育のレベルアップの向上を（仙台市） 
   ・ メッセージ性のある施策を打ち出すべき（仙台市） 
   ・ 人工妊娠中絶の原因の分析を（茨城県） 
   ・ 「少子化担当大臣」ではなく、「次世代育成担当大臣」に名称を変更すべき。国の会議の名称も変え 
     るべき（千代田区） 
   ・ 全国一律の施策を全ての地域に適用するのではなく、地域の特性にあった少子化対策の実施（墨 
     田区） 
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   ・ 子育て世代と周りの人々の心に届く少子化対策にかかるスローガンを（神奈川県） 
   ・ 家族を敬愛する意識の高揚を（静岡県） 
   ・ 子育て支援に関する国の各種統計やアンケート調査の充実を（福井県） 
   ・ 子育てを親任せにせず、国や社会が責任を（滋賀県） 
   ・ 結婚情報サービス業の選別及び育成を（奈良県） 
   ・ 軽度発達障害児支援プログラムの研究開発に対する国の支援を（岡山県） 
   ・ 世界に通用する日本人の育成と教育制度の見直しを（広島県） 
   ・ 駆け込み寺としての児童相談所の整備を（徳島県） 
   ・ 子どもに対する犯罪には、刑法上、厳刑に処するなど加罰化が必要（愛媛県） 
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第４章 ブロック会合で紹介された主な主体的取組 

 
 
 
 「少子化担当大臣と地方自治体トップのブロック会合」で、知事等から紹介のあった主体的取組

のうち主なものを、「妊娠・出産や子育て費用の負担軽減のための取組」、「企業における働き方

の見直しの促進のための取組」、「子育て支援拠点の充実や人材育成のための取組」、「その他」

の項目ごとに整理すると、以下のとおりである。 
 
 
１ 妊娠・出産や子育て費用の負担軽減のための取組 
 
 地方自治体が主体的に実施している妊娠・出産や子育て費用の負担軽減のための取組を整理

すると、以下のとおりである。 
 
   ・ 乳幼児医療費を町単独で義務教育修了時（中学校卒業時）まで助成（黒松内町） 
   ・ 保護者が現に扶養している３人目以降の子どもの保育料について軽減（青森県） 
   ・ １歳以上の幼児の保育料の半額を助成するとともに、０歳児への乳児養育支援金を支給（秋田県） 
   ・ ３歳児未満（所得制限有り）及び第３子以降の乳幼児医療費の無料化（山形県） 
   ・ 今年度より次世代育成手当を、所得制限を撤廃し、妊娠５か月から１８歳まで支給（千代田区） 
   ・ １２歳以下の子どもを持つ家庭に、区内商店街で使用可能な子育て支援券（５千円）を発行（文京 
     区） 
   ・ ３人目以降の子どもについて産まれる前の妊婦検診費から、３歳に達するまでの医療、保育に係る 
     経費を原則無料化する「ふくい３人っ子応援プロジェクト」を推進（福井県） 
   ・ 第３子に対して月額２万円の手当を支給、かつ、保育園料の無料化（名古屋市） 
   ・ 乳幼児医療費助成の範囲を７歳児未満にまで拡大（徳島県） 
   ・ 乳幼児医療費助成を小学校就学前までに拡大（長崎県、宮崎県） 
 
２ 企業における働き方の見直しの促進のための取組 
 
 地方自治体の企業における働き方の見直しの促進のための取組のうち主なものを「育児休業取

得促進等、勤労者に対する子育て支援」、「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）による働

き方の実現」、「女性の再就職等の支援策の推進」の項目ごとに整理すると、以下のとおりである。 
 
（１） 育児休業取得促進等、勤労者に対する子育て支援 
 
   ・ 都道府県労働局や次世代育成支援対策推進センターと連携し、仕事と家庭の両立に関するコンサ 
     ルタント配置、優良事例発表など「仕事と家庭の両立のための職場環境づくり推進事業」を実施（青 
     森県） 
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   ・ 従業員３００人以下の中小企業の一般事業主行動計画の策定を促進するため、専任の職員６名を 
     配置し、事業者への周知と相談・支援活動実施（秋田県） 
   ・ 女性登用や育児・介護休業制度の導入、子育て支援を進める建設事業者等に対して、入札参加資 
     格等における優遇制度の実施（秋田県、鳥取県、岡山県、山口県、佐賀県） 
   ・ 平成１７年度の「中小企業子育て支援実態調査」の結果、「今後策定予定」あるいは「今後検討」と回 
     答のあった企業全て（２７１社）を訪問し、計画策定の働きかけや情報提供等を実施（岩手県） 
   ・ 子育て支援を進める中小企業を認証し、低利の融資、入札時の優遇措置を実施（福島県） 
   ・ 次世代育成支援行動計画を策定した従業員３００人以下の中小企業に奨励金を交付（１件につき２ 
     ０万円）（千代田区） 
   ・ 有識者による次世代行動計画に関する推進会議を設置し、区の推進状況をチェックする仕組みの 
     導入（千代田区） 
   ・ 一般事業主行動計画を策定した事業主に対して、子育て支援事業補助を実施。あわせて低利融資 
     を実施（文京区） 
   ・ １７年度、１８年度の２ヵ年で都道府県労働局とともに従業員が１００～３００人の全事業所に、一般 
     事業主行動計画の策定への協力を求めて個別訪問を実施（静岡県） 
   ・ 策定義務のない中小企業を直接訪問して、行動計画の策定を要請（富山県、愛知県） 
   ・ 県庁の中での育児休業の促進策（育休をとらない場合には上司の許可が必要）（富山県） 
   ・ 仕事と子育ての両立支援に取り組む企業に対する県・市独自の表彰制度を実施（富山県、石川県、 
     愛知県、香川県、北九州市） 
   ・ 行動計画公表企業等、子育て支援に積極的に取り組む企業に対する、政策投資銀行と連携した低 
     利の融資制度を創設（石川県） 
   ・ ワークシェアリングについての政・労・使三者の協議の場を活用し、少子化対策を推進（兵庫県） 
   ・ 育児休業を取得した男性の市職員の所属職場に対する市長表彰の実施（広島市） 
   ・ 企業・事業所の「子育て応援宣言」登録制度（働く男女を応援する企業・事業所を「子育て応援宣言 
     企業」として登録し、県のホームページ等で公表）を実施（福岡県） 
   ・ 「県職員育児休業者交流研修会」を実施（佐賀県） 
   ・ 民間の人材派遣会社と連携した、育児休業中の代替要員確保の仕組みづくり（長崎県） 
 
（２） ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）による働き方の実現 
 
   ・ 「子育て週間」を設定し、昨年より父親のための子育て広場を開設（登別市） 
   ・ 毎月第３日曜日を「家庭の日」と設定（茨城県、栃木県）  
   ・ 若者の就労支援の推進を図るため、「ヤングキャリアセンター埼玉」を設置（埼玉県） 
   ・ 「しずおか子育て優待カード」（１８歳未満の子どもを持つ保護者又は妊娠中の方を対象に、協賛す 
     る店舗・施設は割引、優待等の特典を提供）を１８年４月より開始（静岡県） 
   ・ 「プレミアム・パスポート」（企業の協力による多子世帯に対する経済的支援で、「パスポート」を提示 
     すると協賛企業から割引等の恩典を受けられる）を実施（石川県） 
   ・ 有識者と地元企業の経営者によるリレーシンポジウムを実施することで、企業の意識づけを図るこ 
     とを検討（岐阜県） 
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   ・ 男性の育児参加を促進するため、県庁内の男性職員を対象とした「お父さんのための料理教室」、 
     「新米パパのための子育て講習会」を実施（鳥取県） 
   ・ 妊娠中の人及び１８歳未満の子どもが１人でもいる家庭を対象に「しまね子育て応援パスポート事 
     業」を実施（島根県） 
   ・ 家族でテレビを２週間見ない「家族でチャレンジ２ウィーク」モデル事業を実施（広島市） 
   ・ 企業、行政、県民が一体で少子化対策に取り組むことを趣旨とする「子育て憲章」を策定中（徳島 
     県） 
   ・ 家庭での育児時間確保のため、１月より県庁で１９時（いくじ）一斉消灯を実施（高知県） 
 
（３） 女性の再就職等の支援策の推進 
 
   ・ 女性、若者にターゲットを絞った就労支援センター（ジョブカフェ）を設置（札幌市） 
   ・ 子育て中の女性医師の勤務体系にあわせて保育してくれる者を紹介したり、研修受け入れ医療機 
     関において職場復帰研修を実施するなど、女性医師への育児支援を実施（岩手県） 
   ・ 育児を理由に離職した女性の再就職を支援するため、バウチャー（利用券）を交付し、職業訓練受 
     講料を助成（茨城県） 
 
３ 子育て支援拠点の充実や人材育成のための取組 
 
 地方自治体の子育て支援拠点の充実や人材育成のための取組のうち主なものを「地域におけ

る子育て支援拠点の拡充と人材の育成」、「子育て支援のためのネットワークの構築」、「待機児童

ゼロ作戦の推進等、保育サービスの拡充」、「放課後児童対策」の項目ごとに整理すると、以下の

とおりである。 
 
（１） 地域における子育て支援拠点の拡充と人材の育成 
 
   ・ 全小学校区に学校の空き教室等を活用して「子育てサロン」を設置（札幌市） 
   ・ 自然を活用した山村留学やフロンティアアドベンチャー（自然体験活動）を実施（美深町） 
   ・ 中心商店街の空き店舗を活用し、「高齢者デイサービス」と「つどいの広場」を併設整備（岩手県）  
   ・ 撤退した百貨店を活用し、ジョブカフェと子育てや高齢者などを支援する福祉・生活支援施設を整備 
     （岩手県) 
   ・ 県老人クラブ連合会が実施する「子どもの一時預かり事業」に対して助成（福島県）   
   ・ 県営住宅の一部を市の子育て支援施設に活用する「街角すこやかルーム整備事業」を推進（茨城 
     県）  
   ・ 子どもたちが想像力を生かし、自由に遊ぶことができる遊び場を地域住民が協同して運営するもの 
     として、「まっ白い広場（プレパーク）づくりモデル事業」を推進（千葉県） 
   ・ 「子育てをみんなで応援するまち」の実現を目指し、三世代交流モデル事業などの実施に向け検討 
     （新宿区） 
   ・ 市内のすべての保育所で世代間交流事業を実施（東久留米市） 
   ・ 高齢者のデイサービスセンターとの融合を図った「宅幼老所」を設置・運営支援（長野県) 



 

 20

   ・ 「とやまっこさんさん広場」（保護者の就労を問わず、未就学児でも、中学生でも参加できる）の実施 
     （富山県) 
   ・ 保育所と小学校の連携の強化（愛知県） 
   ・ 異年齢の集団での運営、地域住民との交流、退職教員の活用などを含めた「トワイライトスクール」 
     （小学校施設を活用し、地域の人々との世代間交流を推進）を全校に拡充する方向（名古屋市） 
   ・ 高校生と子育て中の親子が触れあう「次代親育成モデルルーム」を開設（奈良県) 
   ・ 保険と福祉のプロジェクト組織をつくり、虐待を含む育児相談の総合窓口を設置（神戸市) 
   ・ 在宅子育て家庭の不安感、孤立感等を解消するため、子どもを連れて気軽に集い、語り合う「子育 
     てサロン」を創設（島根県） 
   ・ 空き店舗等を活用した地域の子育て拠点施設（ももっ子広場）の整備・運営への助成（岡山県） 
   ・ 子育てふれあい交流プラザを平成１７年１２月２３日にオープン（北九州市） 
   ・ 地域での支援策として、全小学校区に「子育て交流サロン」を、区ごとに「子どもプラザ」を設置する 
     方向（福岡市） 
   ・ 子育て支援のコーディネートを行う人材や育児サークルのリーダー等の養成・育成（熊本県） 
 
（２） 子育て支援のためのネットワークの構築 
 
   ・ 子育てに経験のあるおじいちゃんやおばあちゃんなどが若い子育て世帯の相談等 に従事する「世 
     話好き世話焼き隊（好き焼き隊）」を結成し、市町村単位でモデル事業を実施（北海道） 
   ・ 産後の母親の子育て不安を解消するため、ヘルパーを派遣（登別市） 
   ・ ボランティアが「ホップステップえべつ」という子育てに関する情報誌（２年毎に更新）を作成（江別 
     市） 
   ・ 地域での子育て相談に対応するため、「健やか子育てサポーター」を設置（江別市） 
   ・ 地域の人材や資源を活用して、地域全体で子育てを支援する環境づくりを行う「地域まるごと子育て 
     支援モデル事業」を実施（宮城県）  
   ・ 子育て支援活動を行うＮＰＯ法人や地域住民等に対し助成する市町村を支援する「少子化対策地域 
     推進事業」（市町村総合交付金）を実施（山形県）                                                     
   ・ 団塊の世代、自治会、ＮＰＯ等の「人材」や、コミュニティセンター、学校の空き教室等の「既存施設」 
     を活用して、地域独自のやり方で取り組むための使い道を定めない交付金を支給（群馬県） 
   ・ 保健師による新生児全家庭訪問。また、今年度より、子育て支援者を養成し、チャイルド・ケア・プラ 
     ンナーを配置（千代田区）  
   ・ 地域での子育て支援促進のため、子育て経験者を認証し、ファミリーサポーターとして子育て相談 
     等を実施（文京区） 
   ・ 昨年４月から毎週日曜日の午前中（１０時～１２時）、子ども家庭支援センターで医師・歯科医師・薬 
     剤師・栄養士が毎週交代でボランティア相談を実施（八王子市） 
   ・ ボランティアを登録し、地域での子育て・子育ち支援を推進する「子育て応援団」を創設（八王子市） 
   ・ ＮＰＯや市民団体と協働し「三鷹おでかけマップ」を作成するとともに、「みたか子育てネット」を設置 
     し、運営をＮＰＯに委託。また、ＮＰＯを主体として近隣自治体と連携した「子育てシンポジウム」を開 
     催（三鷹市） 
   ・ 「マイ保育園登録制度」（出生届出時に「マイ保育園」を登録して、育児体験や出産後の一時保育を 
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     利用できる制度）を実施（石川県） 
   ・ 「のびのび子育てサポート事業」（子育てを支援して欲しい人と手助けしたい人を会員組織化し、仲 
     介を行う事業）の拡充（名古屋市） 
   ・ 保育士や保健師等の有資格者を「子育てマイスター」（育児相談等のボランティア活動を実施）とし 
     て募る「子育てマイスター地域活動推進事業」を実施（福井県）  
   ・ ＮＰＯ等の子育て支援活動に助成を行う「子育て未来基金」を設置 （滋賀県）                              
   ・ 少子化対策関係団体間の連携を図るため「子育て総合支援センター」を設置予定（徳島県） 
   ・ 子育て支援関係 NPO に対して、予め登録された「教え隊」（おもちゃづくり、読み聞かせなどの講 
     師）を派遣（香川県） 
   ・ 母子手帳を持った乳幼児を持つ母親の子育てに関する悩みを携帯で相談できる「プレママネット」を 
     整備（会員制で、メルマガで育児関係の情報も発信）（高知県） 
   ・ 産後ホームヘルプサービスを含む新生児家庭への訪問育児支援の充実（熊本市）  
   ・ 全小学校区に、地域団体や医療機関、行政などで構成する「子育て支援ネットワーク」を設置する方 
     向（熊本市） 
 
（３） 待機児童ゼロ作戦の推進等、保育サービスの拡充 
 
   ・ 病後児保育などの要望に応えるため「子育てサポートふかがわ」による相互援助活動を実施（深川 
     市） 
   ・ 中心商店街の空き店舗を活用した保育所分園を整備（岩手県） 
   ・ 県庁内に県民も利用できる保育所を設置（福島県） 
   ・ 平成１３年８月から都市型保育ニーズに対応した認証保育所制度を創設（東京都） 
   ・ 日本ではじめて公立保育所を株式会社に運営委託。あわせて「保育ガイドライン」を作成（三鷹市） 
   ・ 病気になった子どもなどを預かる保育サービスモデル事業を実施 （愛媛県） 
   ・ 延長保育を平成１８年度までに県内全保育所で実施（佐賀県） 
 
（４） 放課後児童対策 
 
   ・ 全国初の取組として、放課後児童クラブの運営基準を策定（埼玉県） 
   ・ 社会福祉法人やＮＰＯ法人への委託を通じ、児童館の休館日をなくし、平日の夜９時まで開館（墨田 
     区） 
   ・ 中高生も入れる子どもセンター（児童館）を設置し、夜９時まで開館（（東久留米市） 
   ・ 全学年の児童を預かることができる「わくわくプラザ」を設置、夜の時間帯は「生活塾」をモデル事業 
     として実施（川崎市） 
   ・ 放課後の居場所として、学生や高齢者、地域の商店街も参加する「遊びの場」と「生活の場」を兼ね 
     備えた「放課後キッズクラブ事業」を展開（横浜市） 
   ・ 放課後児童クラブを全小学校区に設置する方向（佐賀県、長崎県） 
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４ その他 
 
（１） 子どもの安全・安心の確保 
 
    地方自治体の子どもの安全・安心の確保にかかる主な主体的取組を整理すると、以下のと 
   おりである。 
 
   ・ 子どもの安全を確保するため、「子ども１１０番の家」を設置（美深町） 
   ・ 子どもの安全確保のため、県の老人クラブが実施する下校時の見守り隊事業に助成（福島県） 
   ・ 自主防犯罪組織づくりに助成金を交付するとともに、県職員を暮らし安全指導員に指名し、各小学 
     校等で研修を実施（神奈川県） 
   ・ 学校、地域、事業者、行政が一体となって子どもの犯罪被害者防止に集中的に取り組むため、県庁 
     内に「子どもの犯罪被害防止プロジェクトチームを設置（広島県） 
 
（２） その他 
 
    地方自治体における主体的取組には、これらのほか、以下のものがある。 
 
   ・ 道庁の審議会に中学生を構成員とする部会を設置し、少子化対策に子どもの意見を反映（北海道） 
   ・ 女性医師バンクを設置し、道内の医師不足の自治体に短期間派遣（北海道） 
   ・ 一昨年に「子ども未来づくりのための少子化対策推進条例」を策定（北海道） 
   ・ 食育、木育を絡めた総合的な少子化対策を推進（北海道） 
   ・ 少子化対策を最重要課題として推進するため、「子ども未来局」を本年４月より設置（札幌市、仙台 
     市） 
   ・ 子どもの権利を保障するための「深川市子どもの権利条例（仮称）」を制定予定（深川市） 
   ・ 住民の子育てに対する意識改革を図るため、「子ども条例」を制定（浦河町） 
   ・ 特定の必要なクラスには教職員を２人配置し、学力向上支援事業を実施（黒松内町） 
   ・ 産婦人科医が減少する中で、助産師の活用方法の検討、女性医師の就労支援、産婦人科医提供 
     体制の将来ビジョン策定などを行う「産科医集約下での出産環境整備特別対策事業」を実施（青森 
     県） 
   ・ 生命の大切さ、家族の役割等について理解を深めるため、家族への愛のメッセージを募集（栃木 
     県） 
   ・ 若者の出会いの場創出のため、「いばらぎ出会いサポートセンター」を設置（茨城県） 
   ・ 毎年度の特別区民税の概ね１％程度（約１億円）を子育て環境の整備充実のための新規・拡充事 
     業に充てることを定めた条例を制定（千代田区） 
   ・ 本年４月より、男女共同参画の重要性を内外に示すため、「男女共同・子育て支援部」を設置（文京 
     区） 
   ・ 市庁舎において夜８時まで子育て関係の窓口を開設（青梅市） 
   ・ 「小児初期救急医療センター」を設置し、全県を区域とする小児救急医療体制を整備（山梨県） 
   ・ 平成１８年４月より、次世代育成支援策に総合的かつ機動的に取り組むため、子ども青少年局を設    
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     置（名古屋市） 
   ・ “Baby in Me”（ベイビー・イン・ミー）のバッジをつける運動を実施（バッジをつけることにより妊婦 
     に対していたわりを増すこと等）（三重県） 
   ・ 知事直轄の知事公室長などが主導する横断的な組織を設置すること等により、少子化対策を円滑 
     に推進（滋賀県、京都府、大阪府） 
   ・ 「プロポーズの言葉１００選」等を募集し、それらを編集した書籍を出版（奈良県） 
   ・ 県庁内に「シングルクラブ」（独身職員の交流会）を設置（奈良県） 
   ・ 幼保総合行政の推進のため、知事部局に「幼保・少子化対策推進室」を設置（和歌山県） 
   ・ 県内在住の１９歳未満の子どもが５人以上いる家庭に「子育て大賞」を授与（和歌山県） 
   ・ 出会いの場創出や結婚応援団の創設（島根県、山口県） 
   ・ 平成１７年中に第５子以降を出産した世帯等を対象に「きらめき子育て賞（仮称）」を創設（山口県） 
   ・ 「新たな世代応援事業」（企業や団体による職域を超えた出会いの場を設定）を実施（福岡県） 
   ・ 平成１７年４月に専門の部局（子ども未来局）を設置（福岡市）  
   ・ 平成１６年から全国で初めて少子化対策推進課を設置（熊本県）  
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おわりに 

 
 
 ブロック会合で提案された国への主な提言・要望については、第３章で記述されているように、国

自治体単独では難しく、全国一律の実施が必要な対策についての方針の明確化や、地方の創意

工夫や努力に報いる仕組みの実施、経済的支援の拡充などが寄せられたが、これは自らの責務

を認識しつつ、国と地方の役割分担について十分に理解した上でのものと考えられる。 
また、地方自治体における少子化対策についての主体的取組は、第４章に記述されているよう

に、各地方自治体が、いずれも少子化の進行に強い危機感を持ち、少子化対策を最重要課題と

位置付け、自治体トップの決意とリーダーシップにより、率先して取組を進めていることによるもの

である。これは、地方にできることは地方で、という内閣の方針が、少子化対策の分野でも浸透し

ていることの反映と強く感じたところである。 
 地域において大人たちが子どもを大切にし、子どもと遊び、子どもの成長を楽しみにしている様

子を、かつて幕末から明治初期に日本を訪れた欧米人の多くが、驚きと賛嘆をもって記録している

との話もある。地域は、子どもが生まれ、育ち、またその成長を住民皆が見守る大切な場である。

地域の子育て支援にかかる施策が地域の住民皆の力でさらに進展するとともに、必要な施策を国

と地方の連携の下、より効果的に進めることが肝要である。 
 そのため、今後、政府や与党との協議の場を通じ、地方自治体から提案のあった、地域や家族

に対する多様な子育て支援サービスの充実、働き方の見直しと両立支援策の推進、経済的支援

の充実等に関する諸施策の実現の可能性について、十分に議論を深めていく必要がある。 



 

ブロック会合開催にあわせて行った視察先等一覧 
 
 
 
 

施 設 名 等 施 設 等 の 特 色 

さくらんぼタントクルセンター（山形県東根市） 保健・福祉・医療及び子育て支援の総合施設 

よしたけ保育園（石川県小松市） 乳児保育、休日保育等多様な保育事業実施施設 

愛育ちびっこハウス（福井県福井市） 病児・病後児保育実施施設（病院に併設） 

ハーツきっず羽水（福井県福井市） 

子育てホットスペース「すきっぷ」（徳島県徳島市）

一時預かりサービス実施（商店街の空きスペース活

用等） 

健軍くらしささえ愛工房（熊本県熊本市） 
高齢者と子どもの共生の場（県営住宅の１階スペー

スを活用） 

美容院アグレ（石川県野々市町） お客さんも利用可能な事業所内託児施設 

日赤乳児院（茨城県水戸市） 
家庭の事情により養育困難な乳幼児を必要な期間

養育する施設 

県立子ども病院（茨城県水戸市） 子どものための最先端の高度医療中核施設 

企業や子育て支援関係者との懇談会 
石川県金沢市、徳島県徳島市、熊本県熊本市で実

施 
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          地方ブロックプロセスの開催日程等一覧 

 
      ブロック区分 開催日時   開催場所 

 

北海道 

 

 

北海道 

 

平成 18 年 4 月 16 日（日） 

１３：００～１５：３０ 

 

 

京王プラザホテル

札幌 

 

 

東 北 

 

 

青森県、秋田県、岩手県、山形県

宮城県、福島県、新潟県 

 

 

平成 18 年 4 月 9 日（日） 

１３：００～１５：３０ 

 

山形郷土館「文翔

館」 

 

北関東 

 

栃木県、茨城県、埼玉県、千葉県

 

 

平成 18 年 2 月 19 日（日） 

１４：００～１６：００ 

 

 

ホテルテラスザガ

ーデン水戸 

 

南関東 

 

神奈川県、山梨県、静岡県、 

群馬県、長野県 

 

 

平成 18 年 2 月 12 日（日） 

１３：００～１５：３０ 

 

ワークピア横浜 

 

東 京 

 

東京都 

 

 

平成 18 年 4 月 22 日（土） 

１０：００～１２：３０ 

 

虎ノ門パストラル

ホテル 

 

 

東海・北陸 

 

富山県、石川県、岐阜県、愛知県、

三重県 

 

 

平成 18 年 1 月 7 日（土） 

１３：３０～１５：３０ 

 

金沢全日空ホテル

 

近 畿 

 

福井県、滋賀県、京都府、大阪府、

奈良県、和歌山県、兵庫県 

 

 

平成 18 年 3 月 25 日（土） 

１３：００～１５：３０ 

 

福井国際交流会館

 

中 国 

 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県

山口県 

 

 

平成 18 年 4 月 1 日（土） 

１３：００～１５：００ 

 

リーガロイヤルホ

テル広島 

 

四 国 

 

徳島県、香川県、愛媛県、高知県

 

 

平成 18 年 2 月 4 日（土） 

１０：００～１２：００ 

 

 

大塚国際美術館 

 

九 州 

 

福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、

熊本県、宮崎県、鹿児島県、 

沖縄県 

 

 

平成 17 年 12 月 18 日（日） 

１３：００～１５：００ 

 

熊本テルサ 

 

別紙２ 



「少子化担当大臣と地方自治体トップのブロック会合」出席者一覧 

 

ブロック 都道府県名 知  事     副知事等  

北海道  北海道 高橋 はるみ  

 

 

 

東 北 

 

 

 

青森県 

岩手県 

宮城県 

秋田県 

山形県 

福島県 

新潟県 

 

増田 寛也 

村井 嘉浩 

 

齋藤 弘 

佐藤 栄佐久 

泉田 裕彦 

長谷川 義彦（出納長） 

         

 

西村 哲男（副知事） 

 

  

北関東 

 

茨城県 

  栃木県 

埼玉県 

千葉県 

橋本 昌 

福田 富一 

上田 清司 

堂本 暁子 

  

東 京 東京都   幸田 昭一（出納長） 

 

南関東 

 

群馬県 

神奈川県 

山梨県 

長野県 

静岡県 

  

松沢 成文 

山本 栄彦 

田中 康夫 

石川 嘉延 

高木 勉（副知事） 

  

  

 

東海・北陸 

 

 

富山県 

石川県 

岐阜県 

愛知県 

三重県 

 石井 隆一 

谷本 正憲  

 

神田 真秋 

野呂 昭彦 

  

  

原  正之（副知事） 

  

  

 

 

 

近 畿 

 

 

 

福井県 

滋賀県 

京都府 

大阪府 

兵庫県 

奈良県 

和歌山県 

西川 一誠 

國松 善次 

  

 

 

柿本 善也 

  

  

佐村 知子（副知事） 

高杉 豊  （副知事） 

清原 桂子 （理事） 

  

小佐田 昌計（副知事） 

 

中 国 

 

鳥取県 

島根県 

岡山県 

広島県 

山口県 

片山 善博 

澄田 信義 

石井 正弘 

藤田 雄山 

二井 関成 

  

四 国 

 

 

徳島県 

香川県 

愛媛県 

高知県 

飯泉 嘉門 

真鍋 武紀 

加戸 守行 

橋本 大二郎 

  

 

 

 

 

九 州 

 

 

 

福岡県 

佐賀県 

長崎県 

熊本県 

大分県 

宮崎県 

鹿児島県 

沖縄県 

麻生 渡 

古川 康 

  

潮谷 義子 

＊（広瀬 勝貞） 

 

伊藤 祐一郎 

  

  

田中 裕司（副知事） 

  

 

坂 佳代子（副知事） 

  

嘉数 昇明（副知事） 

＊ 大分県知事は出席予定であったが、交通事情（積雪）により出席できなかった。 

別紙３ 



 

 

ブロック 市区町名 市・区・町長 副市長・助役等  

 

 

北海道 

 

 

  

札幌市 

登別市 

深川市 

江別市 

浦河町 

黒松内町 

美深町 

上田 文雄 

上野 晃 

河野 順吉 

小川 公人 

谷川 弘一郎 

谷口 徹 

岩木 実 

 

東 北 仙台市 梅原 克彦  

 北関東 さいたま市 

千葉市 

  

  

大庭 誠司（助役） 

小島 一彦（助役） 

  

 

 

東 京 

 

  

千代田区 

新宿区 

文京区 

墨田区 

八王子市 

青梅市 

三鷹市 

東久留米市 

石川 雅己 

中山 弘子 

煙山 力 

山﨑 昇 

黒須 隆一 

竹内 俊夫 

清原 慶子 

野崎 重弥 

 

  

南関東 

横浜市 

川崎市 

静岡市 

  

阿部 孝夫 

小嶋 善吉 

前田 正子（副市長） 

  

東海・北陸 名古屋市 松原 武久   

近 畿 

 

大阪市 

神戸市 

  

矢田 立郎 

柏木 孝（助役） 

  

中 国 広島市 秋葉 忠利   

 

九 州 

 

福岡市 

北九州市 

熊本市 

  

  

幸山 政史 

中元 弘利（副市長） 

高野 利昭（助役） 

  

 

 




